
静岡県新型コロナウイルス感染症対策本部 第 15 回本部員会議 
 

次 第 
 

 日時：令和２年12月４日（金） 

 午後４時00分～ 

 場所：別館９階 特別第１会議室 

１ 開 会 

２ 議 事 

（１）現状認識 

○県内の感染状況及び医療提供体制の逼迫状況 資料１ 

  ○静岡県新型コロナウイルス感染症医療専門家会議の提言 資料２ 

（２）医療提供体制の維持に向けた取組 資料３ 

（３）各部局からの報告 

  ○「６段階警戒レベル」の行動制限の基本的な考え方 資料４ 

○ＧｏＴｏトラベルキャンペーンの動向（国の方針等） 資料５ 

○観光宿泊の状況と施設の感染防止対策の徹底 資料６ 

  ○飲食店等における感染防止対策の徹底 

・４人以下の飲食を基本とする感染防止対策の協力依頼 資料７ 

・ＧｏＴｏＥａｔキャンペーン食事券への対応 資料８ 

・今後の取組 資料９ 

  ○誹謗中傷の根絶 資料10 

  ○適切な教育機会の確保 資料11 

（４）県内での感染拡大を踏まえた今後の対応方針（案） 資料12 

３ 知事からの指示 

４ 閉 会 

 

※ 本部員会議終了後、午後５時から知事記者会見を開催（別館２階第２会議室） 

「県民への呼びかけ」を行う。 
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資料 3-2 

高齢者を含む無症状感染者、軽症者の 

宿泊療養施設への移送体制の拡充 

                              （危機管理部） 

１ 要 旨 

  軽症者の移送体制を見直し、強化を図ることで、宿泊療養施設の活用を 

加速させ、地域の医療機関等の負担の軽減を図る。 

 

 

２ 業務フロー 

 

 

３ 軽症者搬送体制の拡充の内容 

（１）搬送人員の効率化・強化 

・ 限られた保健師の業務範囲を効率化（搬送同行→車両乗車時の指導のみ） 

・ 搬送人員の方面本部各出先機関や本庁からの従事を強化 

 

（２）搬送車両等の確保 

・ 検体搬送を外部委託し、車両等の搬送資源を軽症者搬送に集中 

・ 各総合庁舎で、患者搬送車以外の車両も専用確保 

軽症者の搬送を加速 

病院 

自宅 

療養者 

軽症者搬送体制の拡充 

◎ 搬送人員の効率化・強化 

◎ 搬送車両等の確保 

 

 

宿泊療養施設 



資料４ 

                     

「６段階警戒レベル」の行動制限の基本的な考え方 

危機管理部 

 

○ 新型コロナウイルス感染症については、緊急事態宣言が出された４月頃

には、ウイルスの病原性に対する知見が乏しく、感染経路なども不明で

あったことから、警戒レベル３においても、感染拡大防止のために、外

出自粛や幅広い業種への休業要請など、社会全体の行動制限が必要であ

った。 

 

○ 現在では、これまでの多くの感染事例の分析等により、感染リスクの高

い行動や環境についての知見が得られるようになった。レベル４、５の

ような高い警戒レベルにおいても、社会全体に一律に強い行動制限を行

うのではなく、特定の行動に絞ってより強い注意喚起や行動制限、自粛

を求めることが効果的であることがわかった。 

 

○ また、範囲についても、県内一律ではなく、クラスターの発生状況等を

踏まえ、可能な限り地域を限定した警戒や制限等を行うべきである。 

 

○ このような観点から、レベル４、レベル５の部分の区分と運用方法を変

更した。具体的には、全体はレベル４とし、部分的に特定の市町につい

てはレベル５相当と出来ることとした。 

 

○ レベル４、５相当では、仕事、教育、通院など、感染リスクが相対的に

低い日常生活については、感染防止対策を徹底した上で、継続する。 

 

○ なお、「６段階警戒レベル」と「レベル毎の行動制限」の運用にあたっ

ては、今後も、新たに得られた知見及び国や他県等の動向なども踏まえ、

柔軟に運用する。 















資料５ 

Ｇｏ Ｔｏ トラベルキャンペーンの動向（国の方針等） 

（スポーツ・文化観光部） 

 
１ 国の方針 

（１）第 47 回新型コロナウイルス感染症対策本部（令和２年 11 月 21 日） 

 ・Go To トラベル事業については、感染拡大地域を目的とする旅行の新規予約を一

時停止するなどの措置を導入する。 
 

現状の各地域の感染状況を踏まえ、都道府県知事がステージⅢ相当と判断した一

部区域を Go To トラベル事業から除外することを決定した場合は、当該地域にこれ

以上の医療負荷をかけない観点から、下記のとおり対応する。 

①当該地域を目的地とする旅行について、新規予約の受付を停止 

②既存の予約分についても、事業による割引措置の対象から除外 

③キャンセル料については、旅行者に請求しないよう直ちに要請 

④キャンセル発生分については、宿泊事業者に対して別途支援策を措置 
 

（２）第 48 回新型コロナウイルス感染症対策本部（令和２年 11 月 27 日） 

 ・Go To トラベル事業について、到着分の一時停止を決定している札幌市、大阪市

の出発分についても利用を控えるよう呼びかける。その際のキャンセル代につい

ては、利用者やホテル・旅館の負担にならないように措置する。 

 

２ 関係都道府県の対応 

都道府県名 実施日 内 容 

11/24～12/15 札幌市を目的地とする事業の一時停止 
北海道 

11/27～12/15 札幌市を出発する事業の自粛を要請 

11/24～12/15 大阪市を目的地とする事業の一時停止 
大阪府 

11/27～12/15 大阪市を出発する事業の自粛を要請 

東京都 12/1～12/17 
東京発着旅行について、65 歳以上の高齢者や

基礎疾患のある人の自粛を要請 

  

 



資料６ 

 
県内観光宿泊の状況と施設の感染防止対策の徹底 

（スポーツ・文化観光部） 
 

１ 宿泊の状況 

（１）９月までの状況（宿泊客数）    （上段：宿泊客数（千人）／下段：対前年比） 

項 目 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

全 国 
37,443 

86.0％ 

23,941 

46.8％ 

9,707 

19.1％ 

7,785 

15.1％ 

14,241 

31.1％ 

21,578 

41.7％ 

26,149 

41.4％ 

26,021 

53.4％ 

 うち外国人 
4,852 

52.3％ 

1,130 

11.9％ 

203 

1.8％ 

129 

1.3％ 

179 

1.9％ 

226 

2.1％ 

219 

2.3％ 

185 

2.2％ 

静岡県 
1,484 

88.6％ 

1,171 

54.3％ 

424 

21.7％ 

356 

18.6％ 

618 

36.8％ 

960 

46.6％ 

1,449 

48.9％ 

1,143 

60.4％ 
 

 うち外国人 
41 

24.0％ 

12 

6.4％ 

4 

1.9％ 

4 

1.7％ 

4 

2.0％ 

5 

1.8％ 

6 

2.4％ 

6 

2.8％ 

出典：宿泊旅行統計調査（観光庁） 

 

（２）10 月以降の状況（売上高）＜県内宿泊施設への県アンケート調査：10 月実施＞ 

・売上高（５月分） 

「前年比減」の割合が10割（100％）、このうち「前年比８割以上減少」の割合が約８

割（80.8％） 

・売上高見込（10 月分） 

「前年比減」の割合が約５割（52.5％）、「前年比増」の割合が約３割（33.3％） 

・予約状況（11 月～年末） 

「前年比減」の割合が約６割（58.0％）、「前年比増」の割合が約３割（29.5％）  

 

      
 
 

調査対象：静岡県ホテル旅館生活衛生同業組合所属の 684 施設 

回 答 数：185 施設（回答率 27％） 

 

 

５割減少 （3.3％） 

５割減少 １～２割減少 前年並み １～２割増加 ３割以上増加 

19.1％ 14.2％ 14.2％ 

８割以上減少 

６～７割減少 

52.5％ 

29.5％ 

12.6％ 18.6％ 10.9％ 

13.7％ 16.4％ 10.4％ 7.1％ 

13.1％ 17.5％ 7.7％ 13.1％ 6.6％ 

売上高見込 

（10 月分） 

売上高 

（５月分） 

4.9％ 

80.8％ 

１～２割減少 （0.5％） 

３～４割減少 ６～７割減少 （3.8％） 

11.5％ 

８割以上減少 

３～４割減少 

予約状況 
（11月～年末） 

 <10 月調査時点> 

33.3％ 

58.0％ 



 

 

＜別紙＞ 県内の観光動向（聞き取り） 

 

区分 動向 

県内旅行業者Ａ 

・感染症拡大以来、大きく需要が落ち込んでいたところ、GoTo

トラベル事業で何とか持ち直し、国内旅行は前年比６割～７

割程度まで回復してきた。 

・GoTo トラベルにおける一部地域の除外や自粛の影響として

は、予約済の旅行をキャンセルする動きは少ないが、新規の

予約申し込みが止まっている。 

県内旅行業者Ｂ 

・GoTo トラベル終了の１月末までは宿泊や旅行の予約が入って

いたが、一部地域を除外する報道が出て以来、お客様からキ

ャンセルの問い合わせが出てきている。 

地域宿泊施設組合Ｃ 

・東京発着旅行の自粛（高齢者等）等の影響は、年末年始・週

末の予約に影響は無い。平日のキャンセルは若干あるが、キ

ャンセルがあっても新規の予約で埋まる状況。 

・自粛マインドもあり、自粛期間中（12月）や１月以降の新た

な予約の動きは鈍い。 

・GoTo 終了後の２月以降の新たな予約は入っていない。 

地域宿泊施設組合Ｄ 

・９月・10月は前年と同程度まで回復している。 

・最近キャンセルが若干増えてきたという程度で、大きな影響

は無い。 

・年末年始の予約については、影響が無い。 

地域観光協会Ｅ 
・キャンセルは、ここ数日でそんなに出ていない。 

・宿泊については、そんなに影響が出ていないのではないか。 

 

 

 

 

 



２ 施設の感染防止対策 

項 目 内 容 

対応指針の策定 
 

（５～６月） 

県内事業者と旅行者の安全安心を確保するため、宿泊施設や観光

施設向けに「新型コロナウイルス感染症に関する対応指針」を作

成（５/26 公表、６/30 改訂版公表：配布先 4,300 箇所） 

指針を踏まえた 
実践促進 

 
（６月） 

対応指針に基づく各施設の実践促進のための研修動画の作成 

○ ＰＲ動画「静岡県 安全安心おもてなし宣言」【６/５公開】 

（本県への旅の安心感を伝えるダイジェスト動画） 

○ 研修動画 座学編（指針のポイントの概要説明３回）【6/5,9,11公開】 

○ 研修動画 実践編(県内事業者の感染防止対策の紹介）【6/17公開】 

地域における 
実践状況の発信 

 
（６月～） 

観光事業者による感染防止対策の実践に係る情報発信を支援す

ることにより、本県観光への安心感を県内外に発信 

・取組団体：36 団体、約 23,000 事業者 

・主な取組：地域独自認証制度策定、認証ステッカー、ポスター作成 

       事業者向け感染防止セミナーの開催 ほか 

宿泊施設等の 
個別訪問 

 
 
 
 
 
 ①８～９月 
  
②11 月～ 

観光や旅行での感染症防止対策の徹底を図るため、県職員やアド

バイザー等による県内宿泊施・観光施設への個別訪問を実施 

＜①県職員による個別訪問＞ 

期間 令和２年８月26日（水）から９月18日（金）まで 

訪問先 
静岡県ホテル旅館生活衛生同業組合（42支部）のう

ち、18支部（計50施設） 

体制 原則２名（観光交流局職員） ※地域局職員が適宜同行 

結果 

（概要） 

【感染防止対策の状況】 

・ 各施設とも、施設の規模や業態等、施設の実情

に応じて、エリアや場面ごとに感染防止対策に

取り組んでいる状況がうかがえた。 

【宿泊・予約状況】 

・個人客や県内客の需要が比較的高く、団体客は全

体的に低調。対前年比で５割～７割程度の施設が

多かった。 

【バイ・シズオカ、GoTo キャンペーン等の状況】 

・各キャンペーンにより、除々にお客が増えており、

バイ・シズオカは好印象の施設が多かった。 

・ GoTo トラベルは、お得感がある高単価施設に恩

恵が集中している不満の声も多く聞かれた。 

【自由意見】 

・ Goto トラベル後の落ち込みを心配する声や、今

後の観光促進キャンペーンに期待する声が多く

聞かれた。 

＜②アドバイザー派遣＞ 

実施期間 令和２年11月から令和３年２月末まで 

委 託 先 株式会社リョケン（熱海市） 

対象施設 県内の宿泊施設及び観光施設 

実施内容 

・県内宿泊施設等の感染防止対策の状況調査 

・経営コンサルタント（中小企業診断士等）によ

る感染症対策や経営に関する助言等（無料）  











資料８ 

 

Go To Eatキャンペーン食事券への対応 

(経済産業部) 
 

本県での新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ、静岡県商工会議所連合

会、静岡県商工会連合会等が農林水産省から事業を受託している「Go To Eat

キャンペーン」について、コンビニエンスストアや郵便局等での食事券の販売

を12月１日から一時停止している。 

 

・なお、既に発行済みの食事券は、引き続き利用可能 

 

・これは、来店促進効果のある Go To Eat の食事券の総量を抑制するため、

新規発行を一時停止したもの 

 

・感染状況が落ち着いた段階で、販売を再開する予定 

 

・「既に購入された食事券の利用期限は、令和３年３月 31 日までとなってい

ます。利用期限には余裕がありますので、急いで利用する必要はありませ

ん。感染リスクが小さい同居の方々と少人数でご利用ください。」と呼び

かけている 

 

 
 



 

資料９ 

 

○飲食店等の感染防止対策の徹底 

 ＜今後の取組＞ 

                  （危機管理部） 

 

・ 飲食店等の営業に関しては、県内及び地域間の感染動向や医療提供

体制の逼迫を踏まえると、具体的な地域や業種に絞った措置につい

て、あらかじめ検討しておく時期にきている。 

・ 今後の感染拡大の状況によっては、医療専門家、関係市町の意見を

聞きながら、特定地域、特定業種に絞った営業時間の短縮要請など、

必要な追加的措置を実施することも選択肢とする。 

 



資料 10 

静岡県新型コロナウイルスに係る「ＳＴＯＰ！誹謗中傷」アクション 

（くらし・環境部） 
 
１ 要旨 

  新型コロナウイルスに係る誹謗中傷対策については、８月に取りまとめた

「静岡県新型コロナウイルスに係る「ＳＴＯＰ！誹謗中傷」アクション」に

基づき、被害防止と被害者の救済に取り組んでいる。 
 
２ 概要 

（１）アクションの３つの柱と５つの項目 

柱１ 誹謗中傷等の未然防止 

柱２ 被害の拡大防止 

柱３ 被害者の救済 

 項目１ 正確な情報発信 
項目２ 広報・啓発 
項目３ 専門家の知見聴取 
項目４ 対応策の周知 
項目５ 相談対応 

 
（２）主なアクション 

項目 アクション 主担当 

正確な情報発信 ○県民や報道機関向けに正確な情報

を速やかに発信 

知事戦略局 
危機管理部 
健康福祉部 

広 報 ・ 啓 発 

○「ＳＴＯＰ！誹謗中傷」デザインの

知事記者会見、感染者情報の会見、

庁内窓口等での掲出 
○人権週間期間中に「ＳＴＯＰ！コロ

ナ差別」広報を展開 
○小中学生向けの啓発動画の作成 

知事戦略局 
くらし・環境部 
健康福祉部 

専門家の意見聴取 
対 応 策 の 周 知 

○心理学やネットの専門家の意見を

踏まえ、誹謗中傷の要因分析と対応

策をまとめ、広報・啓発に活用 

くらし・環境部 
健康福祉部 

相 談 対 応 
○相談窓口の対応力強化のための手

引を作成し、県・市町等の相談機関

で共有 
くらし・環境部 



「ＳＴＯＰ！誹謗中傷」アクション ～主なアクション～

○「相談窓口の手引」 ○人権週間広報「ＳＴＯＰ！コロナ差別」

○小中学生向け啓発動画 ○「ＳＴＯＰ！誹謗中傷」デザイン



資料 11 

適切な教育機会の確保 

教育委員会 

 

【更なる感染拡大への対応方針】 

ふじのくに基準の警戒レベルの行動制限を踏まえ、授業等の学校運営は「学

校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル（以下、「文

部科学省ガイドライン」）。」の行動基準に沿った対応を実施し、可能な限りの感

染及びその拡大リスクを低減させながら、学校教育活動を継続する。 

生 徒 の 県 内 、 

県 外 で の 活 動 

ふじのくに基準による「６段階警戒レベル」と「レベル

毎の行動制限」に基づいて、必要となる行動制限を行う。 

 

１ 感染及びその拡大リスクの低減 

区  分 概       要 

感染症予防対策

の 徹 底 

「会話時のマスクの着用」、「こまめな手洗い」、「人と人

との距離の確保」、「適切な換気の実施」 

時 差 通 学 

感染が拡大している地域及び感染が拡大している地域か

らの通学者が多い県立高校は各学校の実態に応じて時差

通学を実施。 

家 庭 へ の 

呼 び 掛 け 

「新しい生活様式」の徹底と日々の感染予防の心掛け。 

免疫力を高めるための十分な睡眠、適度な運動、バラン

スの取れた食事などの励行。 

 

２ 感染状況に応じた教育活動 

  授業等はふじのくに基準を踏まえ、文部科学省ガイドラインに沿った対応

を実施する。 

区  分 概       要 

修学旅行等宿泊

を伴う学校行事 

警戒レベル「５」の場合は、高校は感染予防を徹底した

上で、感染が拡大していない地域を訪問先として実施で

きる。特別支援学校は、県内が訪問先の場合、感染予防

対策を徹底した上で実施できる。 

警戒レベル「６」の場合は中止又は延期。 

部 活 動 
警戒レベル「５」以上の場合は、高体連主催の大会は、

原則、中止又は延期とする。 

※今後の感染状況等により変更する可能性あり。 
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県内での感染拡大を踏まえた今後の対応方針の骨子（案） 
 

令和２年12月４日  

静岡県新型コロナウイルス感染症対策本部  

 

１ 医療提供体制の確保対策 

 ①入院病床の拡充（360床→450床） 

 ②医療施設の負荷低減のための宿泊者療養施設の対象者の拡大 

 ③感染性が消失した患者の転院受入れの促進 

 ④感染者が発生した病院や福祉施設の応援体制の強化 

 ⑤感染者受入医療機関の人的支援や機能分担の促進   など 

２ 感染拡大防止対策 

（１）クラスターの抑制 

 ①飲食店の感染防止対策徹底のための臨店指導の実施 

 ②クラスターが発生した市町における集中検査の実施 

 ③感染防止対策が不十分な「歌唱や接待を伴う飲食店」への 

県民の訪問自粛の要請               など 

（２）店舗や事業所での感染拡大防止 

○感染防止対策ガイドラインの徹底や換気、湿度の管理など感染

しにくい環境の確保                など 

（３）県民の感染防止対策の徹底 

○「新しい生活様式」の徹底や換気、湿度の管理など感染しにく

い環境の確保 

○クラスターが頻発している地域における感染リスクに不安のあ

る場所への外出を控えること            など 

３ 仕事、教育、通院など感染リスクが低い日常生活の継続 

４ 感染者、医療従事者等への誹謗中傷の根絶に向けた呼び掛け 

５ 今後の感染状況を踏まえた追加的措置の実施 

○特定の地域・業種に絞った営業時間の短縮要請など、必要な措

置について、関係市町等との内容の検討や調整の開始 

 ○感染拡大が継続した場合の追加的措置の実施 
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県内での感染拡大を踏まえた今後の対応方針（案） 

 

令和２年12月４日 

静岡県新型コロナウイルス感染症対策本部 

 

本県では、クラスターの頻発や多数の感染者発生により、病床利用

率が急上昇し、この状況が続けば、医療提供体制が危機的状況に陥る可

能性が高いため、12 月 20 日までの「集中対策期間」における徹底した

感染拡大防止対策が急務である。 

12 月２日開催の県新型コロナウイルス感染症医療専門家会議におい

て、医療提供体制の確保のための具体的な対策が県に提言された。県で

は、この提言を踏まえ、感染拡大防止と医療提供体制の確保のため、以

下の対応方針により、全力を挙げて、必要な対策を実施する。 

 

１ 医療提供体制の確保対策 

 ①感染患者受入医療機関の拡大及び入院病床の確保（360床→450床） 

 ②宿泊者療養施設での療養者の対象拡大 

・現在入院中の方で、宿泊療養施設での療養が可能と医師が判断し

た場合の積極的な移動 

・宿泊療養施設への移送体制（県職員等が実施）の拡充 

 ③感染性がなくなった患者の受入れを後方病院や福祉施設へ要請 

 ④院内感染が発生した病院の診療機能を代替する支援体制の構築 

 ⑤福祉施設で感染が発生した場合の応援体制の強化 

 ⑥感染患者受入医療機関への人的支援 

 ⑦感染患者受入医療機関の機能分担 

 ⑧自宅療養者の健康観察の外部委託化し、自宅療養者の増加に対応 

 ⑨医療機関への入院が困難な場合の福祉施設内療養の体制整備 

 ⑩自宅療養者の症状が悪化した場合の診療体制の確保 

２ 感染拡大防止対策 

（１）クラスターの抑制 

 ①飲食店における感染防止対策の徹底 

  ・飲食店に感染防止対策を臨店指導 

   （クラスター発生市町の繁華街等から順次実施） 

 ②クラスターが発生している市町における集中検査の実施 

  ・クラスターが発生している業種、地域を定めて抗原定量検査等に

よる集中的な検査の実施 
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 ③歌唱や接待を伴う飲食店への県民の訪問自粛の要請 

  ・集中対策期間（～12／20）において、感染防止対策が不十分な

「歌唱や接待を伴う飲食店」への訪問自粛を県民に呼び掛け 

④業種別ガイドラインによる感染防止対策の再度徹底 

⑤寒冷期においても換気や湿度の管理など感染しにくい環境の確保 

⑥顧客にマスク非着用での歌唱や会話はできないことを徹底するため

の貼り紙や声掛けの実施 

⑦接触確認アプリＣＯＣＯＡの活用、顧客への利用の働き掛け 

（２）店舗や事業所での感染拡大防止 

①業種別の感染防止対策ガイドラインの再確認  

②飲食店における１テーブル４人以下の対策の徹底  

③寒冷期においても換気や湿度の管理など感染しにくい環境の確保 

 ④年末年始の休暇の分散など密を避ける行動の実施 

（３）県民の感染防止対策の徹底 

①「外出時や会話時のマスクの着用」、「こまめな手洗いの徹底」、「人

と人との距離の確保」、「適切な換気の実施」を徹底 

②感染リスクが高まる「５つの場面」の回避 

③マスク着用を含む「感染リスクを下げながら会食を楽しむ工夫」を

周知 

④クラスターが頻発している地域における感染リスクに不安のある場

所への外出の自粛 

３ 感染リスクが低い日常生活の継続 

 ○仕事、教育、通院など、感染リスクが低い日常生活については、感

染防止対策を徹底した上で、平常時の行動へ継続可 

４ 誹謗中傷等の根絶に向けた呼び掛け 

 ○新型コロナウイルスに感染された方やその治療に懸命に対応されて

いる医療従事者の方々への心無い誹謗中傷や差別的対応の根絶に向

けた啓発の実施 

５ 今後の更なる感染拡大の場合の対策の実施 

○感染防止対策の臨店指導や集中的な検査の実施、特定の地域・業

種に絞った営業時間の短縮要請等について、関係市町等との内容

の検討や調整の開始 

 ○感染拡大が継続した場合の追加的措置の実施 
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新型コロナウイルス感染症対策本部 第15回本部員会議 

本部長指示事項 

 

○今週、静岡県新型コロナウイルス感染症対策専門家会議及び静岡県新型

コロナウイルス感染症医療専門家会議が開催され、クラスターの頻発等

により感染者の急増が医療提供体制の逼迫に直結している現状を踏まえ、

国の感染警戒区分「ステージⅢ」に相当し、早急に医療提供体制の確保

のための対策を行うべきとの提言を賜りました。 

 

○本県の医療提供体制の逼迫の度合いは、危機的状況にあります。12月２

日現在の病床利用率は56％ですが、この傾向が続けば、病床数の増加に

努め、目標の450床を確保したとしても、来年１月２日には、病床利用

率が100％となると試算されています。入院等の状況において、自宅待

機者・療養者数は、全療養者数453人に対し255人と、50％以上で、病床

外での療養者数と割合が急増しています。医療資源は限られています。

この状況が続けば、すぐ先は、軽症者、無症状者は宿泊療養施設に入り、

医師の管理下において療養する、すなわち、宿泊療養施設が軽症者等の

病院的な機能を果たすことが必要になります。また、高齢者福祉施設に

おいても、感染者の治療を、医師が施設に出向く形で行い、施設自体を

病床として機能させる必要も出てきます。 

今後、さらに病床が逼迫すると、医療提供体制の確保のために、県民の

皆様や事業者の皆様に対する行動制限も含む、あらゆる対応が必要とな

ります。県職員は、まずこの危機感をしっかり認識してください。 

 

○ 現場では、医療従事者や保健所の職員等が日々懸命に御尽力されてお

ります。それを支えるため、県の各部局の職員の皆様にもお願いがあ

ります。軽症者、無症状者を病院から宿泊療養施設へ搬送する業務が

急増しています。現在、各地域局と危機管理部の職員が中心となって

応援体制を組んで実施していますが、年末年始の休暇期間も見据えて、

さらに体制を強化していくことが必要です。是非とも、各部局からも

積極的な協力をお願いします。 
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○本県の警戒レベルは、次の「レベル５（特別警戒）」に移行するぎりぎ

りの状況です。本県の感染症対策で最も重視すべきは、医療提供体制の

確保によって、県民の命を守ることです。本日、決定した今後の対応方

針に基づき、感染拡大防止と医療提供体制の確保に、全庁一丸となって

取り組んでください。 

 

○また、飲食店の営業に対する要請など、今後、実施が必要となると予想

される措置については、市町との調整が必要であることから、直ちに市

町との調整を開始してください。 

 

○また、新型コロナウイルスに関連した誹謗中傷や差別的対応は決して許

されるものではありません。特に、日夜、献身的に医療提供に取り組

む医療従事者への心無い行動が根絶されるよう、県職員一人ひとりが

広報担当者であるとの意識を持って啓発に心掛けるよう努めてくださ

い。 


